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１．はじめに 

 

少子高齢化は第一義的には世代間の分配上の不均衡を

引き起こすが，結果として生じる人口減少は既存の財や

サービスの供給体制の維持を不可能にする。1つの解決

策は，狭い地域に人口を集中させて一定の人口密度を維

持することだが，短期的には不可能に近く，実際には供

給地点数の削減，或いは価格の上昇が不可欠となる。た

とえば郵政事業の民営化に際して，全国2万局余の直営

郵便局数は維持されたものの，集配局数は4696から3618

へ23％，うち時間外窓口を持つ局は1088へ77％の削減と

なり，サービス水準低下が懸念される(2006年6月のプレ

ス発表)。本研究は簡単な立地論の枠組みを用いて，人

口が減少する場合の財・サービスの供給体制のあり方を

論じようとするものである。 

立地論のモデルは，対象を 1 次元空間に限定しても，

企業立地が分権的か集権的か，立地競争か価格競争か，

需要が弾力的か非弾力的か，人口が移動可能か不可能か，

空間が有界か非有界か等，少なくとも5つの軸で分類が

可能であり，これだけで 32 通りの枠組みを得るが，基

本的には与えられた人口分布の下で，生産・供給拠点の

静学的な空間立地を論じるものである。しかし人口減少

下では，拠点の再配置や撤退を含む「逆立地モデル」が

必要となる。すなわち既存拠点の維持は不可能となるが，

拠点設置の固定費用が無視できない場合には，新しい人

口分布に応じて拠点を再配置することは合理性を欠く。

郵便局のようなユニバーサル型サービスでは，すべての

地点で等しいサービス水準を保証する必要があるが，既

存拠点の集約化を図る場合には，サービスや価格の空間

的偏りは避けられない。 

本稿では，有界の線分上に人口が均等に分布し，か

つ財需要が非弾力的である場合について,個別企業が分

権的・空間独占的に行動する場合の拠点数と立地を求め，

人口が減少する場合の結果と比較する。人口が減少する

場合に，均等分布の条件を維持したままで既存拠点の存 
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廃を選択的に決定する場合(セカンドベスト)には，サー

ビス水準の空間分布と，その偏りを是正するための補助

金政策が重要となるが，本稿では拠点の再配置が可能と

なるファーストベストの性質について検討する。 

２．基本モデル 

本稿で用いる基本仮定は以下の通りである。 

a) 固定された人口Ｎが長さ l2 の単位幅の線分上に均

等に分布している。(閉じた有界な地域) 

b) 企業数ｎは内生だが，その限界生産費ｃは有界であ

り，固定費用Ｆがある。 

c) 家計は一定の所得Ｗを持ち，価格＋輸送費が最も安

い供給者から購入する。 

d) 初期状態では企業の参入・退出は自由で，空間独占

的競争を行う。 

e) 企業数ｎが整数でなければならないことから，企業

利潤π は完全にはゼロに一致しないが，利潤と地代収

入の再分配は考慮しない。 

 線分上の企業の立地に関する古典的モデルとしては，

Hotelling1)が有名であるが，需要が非弾力で企業数が 2

の場合以外では安定的な解が得られないので，Lösch 型

の空間需要モデル 2)が現実的である。しかしその場合も，

問題とする財以外，特に土地とレントの問題の考慮が必

要である。ただし人口の均等分布を前提としているから，

人口密度は l2/N ，1 人当たりの面積は Ns /2l= と

なる。いま効用関数が，単純な Cobb-Douglas 関数：
βα szU = で与えられるとすれば，z が一定であるこ

とが効用均等化の条件となることは自明だから，2 財の

世界で弾力的な財需要を考えるためには，人口の均等分

布を仮定できないことに注意する必要がある。本稿では，

(空間に関して)非弾力的な財需要を考えるが，この場合，

ｚを効用水準と同一視することができる。 

企業が空間独占的に競争する場合，Lösch のモデルと

同様に，利潤 0≥π となる範囲で最大の企業数

(densest packing)が実現するはずである。企業の供給

半径をr とし，簡単のためにlが r2 の整数倍であると

仮定しよう。全て企業は同じ技術構造を持つから，すべ

ての企業の供給半径r と f.o.b.価格ｐは等しい。供給



点をｘ，限界輸送費をｍとすると地点ｒの付け値地代は， 
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である。企業利潤はゼロでなければならないから， 
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を得る。この時， rrn /2/2 ll == が偶数ならば n=2k

として，供給点は rix i )12( −±=±
，奇数ならば n=2k+1

として， rixx i 2,00 ±== ± ),,1( ki K= と表される。 

 なお(5)式に含まれる複号を下添字で表すと，

−+−+ <⇔> rrpp より，低い価格に付随する供給

半径は大きくなることが確かめられるが，特に片方の符

号を「不適」とする条件はない。 

３．丁度分割でない市場 

一般にｎが整数であることは期待できないので，利

潤 0≥π に注意すれば，企業数はガウス記号を用いて

[ ]rn /l= ，同様に [ ]2/nk = と定義すれば，供給半

径は knr 2//* ll == (偶)or )12/( +kl (奇)と書ける。 

 rr ≥* であるから，丁度分割でない場合には供給範

囲の拡大が必要となるが，ここでは2つの場合を考える。

① 丁度分割の場合のｚを固定し，供給価格ｐを下げる。 

② 丁度分割の場合のｐを固定し，需要量ｚを下げる。 

その概要を図1,2に各々まとめる。図の上半は輸送費を

含んだ配達価格( 0x の供給範囲では |)| 0xrmp −+ ，

下半は付け値地代 ),( rzΨ を示す。 

①では新しい供給半径に応じた利潤は，

FzcpnN −−= ))(/(π と書けるから， 0=π より供

給価格 )/)(/(* zFNncp += となる。ここに pp >* で

あるが，これを解析的に示すことは難しい。供給点にお 

ける付け値地代は ),(),( 0
*

0 xzxz Ψ<Ψ となることは明 

 

図１ 需要量zを固定し供給価格pを下げる場合 

図２ 供給価格pを固定し需要量zを下げる場合 

らかであり，丁度分割の場合と同じ傾きを持つが，市場

境界における値は 0),( *
0

* >±Ψ rxz となる。 

 ②では逆に与えられたｐの下で，市場境界における付

け値が 0),( *
0

** =±Ψ rxz となるように， zz <* を定

めればよい。すなわち )//(* nmpWz l+= であるが，

この時も供給点における付け値地代は上昇するが，付け

値曲線の傾きはｚの減少の結果，緩やかになる。またこ

の場合，供給企業の利潤 0* >π となることにも注意が

必要である。 

４．人口減少の数値解析 

 前節で定式化した問題に関して数値解析を試みる。で

はこの問題に関して数値解析を行い，ファーストベスト

の場合の人口減少の影響について検討するが，(5)，(6)

式の複号に関しては(+)側を選択した結果を示す。 

モデルに含まれる外生変数･パラメータ(以下，単に

パラメータと呼ぶ)のうち，線分長 10002 =l と効用

水準の代理指標である1人当たり財需要量 1=z を固定

し，他の5 変数については表１に示す各 4々 種の代替的

な値を用いる。さらに前節の① ②の計算を行うため，

全体の計算ケース数は 204842 5 =× となる。 

しかし全てのケースに解が存在する訳ではない。典

型的には，(4)の2次方程式の判別式が 



表３ 人口変化の統計分析 
共通 ① ｚ固定のケース ② ｐ固定のケース  

n  *r  *p  )0,(* zΨ ),( ** rzΨ TRR *z  *π  )0,( ** zΨ  TRR 

N=high 207.66 7.5524 68.323 1.2118 0.19484 508.46 0.9996 4.4176 1.0163 508.16

N=low 101.42 17.785 65.443 1.3408 0.17332 583.72 0.9969 8.9505 1.1609 580.43

ζ値 15.427 -15.427 15.298 -12.705 8.1674 -15.427 11.538 -9.7231 -15.427 -15.427

 100％ 100％ 99.58% 91.18% 76.47% 100％ 87.49% 81.51% 100% 100%

表１ パラメータの設定値 

所得Ｗ 10 20 50 100

総人口Ｎ 100 200 500 1000

限界生産費ｃ 1 2 5 10

限界輸送費ｍ 0.1 0.2 0.5 1

固定費Ｆ 100 200 500 1000
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となって実解が得られない場合と，必要とされる固定費

用が地域の総所得を上回る場合( WNnF > )がある。

後者の場合には， 0<p または 0<r となって解が意

味を持たない。なお丁度分割の結果は，① ②の計算で

共通であるから，解が得られるケースは共通であって，

表１の設定では各523ケース(51.1%)であるが，Ｗが小さ

くＦが大きい場合には，解が得られない場合が多くなる

ことは容易に想像できる。 

 今回の試算では(5)式の(+)側を選択したため，供給半

径は小さく，従って企業数の多い解が選択される。実際 

企業数の度数分布は以下のようであり，固定費用過大と

いう意味で社会的効率が良くない。 

表２ 企業数の度数分布 

～10 ～20 ～50 ～100 ～200 ～500 500～

29 56 148 124 62 88 16
 

ｎの平均値は143.85，従って *r の平均値は3.476である。

ここで総人口Ｎが減少が内生変数に与える影響を見るた

めに，上の解のうちＮが丁度半分になる組み合わせ(Ｎ= 

200と100,Ｎ=1000と500)について，２項確率による統計

的比較静学3)を適用する。 

 本稿のモデルの内生変数には，①の設定では，

),(),0(,,, ***** rzrpn ΨΨ 等，②の設定では， 

)0(,,,, **** Ψπrzn 等が挙げられる。たとえば， *r を

パラメータの関数と見れば， 

),,,,(),,,,( ** FmclowNWrFmchighNWr =>=  (7) 

となる確率は，Ｎが *r と無関係である時に 5.00 =ρ

となるはずなので，これを帰無仮説として検定が可能で

ある。(7)式の不等号の観測回数を f̂ ，その確率を

ff /ˆˆ =ρ と表せば， 
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が検定統計量を与える。4)その結果を表３にまとめる。 

 (7)式のような比較が可能であるためには，Ｎを除い

た残りのパラメータが等しい組み合わせが，両方とも計

算可能でなければならない。そのような組み合わせは

238組存在したから，計算可能な523ケースのうち47ケー

スについてはペアが成立しなかったことになる。また全

てのケースが計算可能であったとすれば，全部で512ペ

アになるから，実際に比較可能なケースは全体の半数に

満たない(46,5％)ことが分る。 

観察数238の場合，(8)式の分母は0.032410となるか

ら，ζ=±15.427は観察された確率が100％であったこ

とを示し，＋はＮの変化と内生変数の変化方向が一致す

ること，－は逆方向であることを示す。Ｎ＝highの行に

はＮ＝1000または200の場合の，lowの行にはＮ＝500ま

たは100の場合の当該内生変数の平均値を記載している。

たとえば，人口の減少は100％の確率で企業数を減少さ

せ，１企業あたりの供給半径を拡大させる。 

①のケースでは，人口減少はほぼ確実に供給価格の

引き下げを招くが，生産に関する収穫逓増を考慮すれば，

結論が変化する可能性がある。供給点の地代はそれに応

じて上昇する確率が高いが，これは供給範囲が拡大に伴

う輸送費の増加が，供給点の相対的魅力を高めるためで

ある。図１で見たように，市場境界では正の地代が残る

が，その値は人口減少に伴って低下する可能性が高いが，

1/4程度は上昇する場合もあることが読み取れる。他方

②のケースでは，人口減少は財需要量の減少に通じる可

能性が高いが，独占力の強化によって企業利潤は大幅に

増加する可能性がある。供給点の地代は確実に増加する

と言える。TRRは総地代収入(Total Rent Revenue)であ

って，人口減少は両方のケースで地代収入を確実に増加

させることが読み取れる。 

本稿の計算はファーストベストに限定されているた



め，当初均等に配置された供給点を取捨選択することに

よって，空間的な歪みを生じる可能性はない。しかしセ

カンドベストの状況を考える場合には，②の場合の企業

利潤π やTRRの再分配が，歪みの解消に重要な役割を果

たすことになる。 

５．今後の研究方針 

（１）セカンドベスト問題 

 上の議論から，第一に取り組むべき課題は既存のｎ個

の供給点から人口減少に対応する供給点 *n を選ぶ方法

である。固定費用が無視できない場合には，既存の土地

利用パターンが新しい状態に適応するには長い時間を要

するから，短期的にはファーストベストの状態に移行す

ると考えることには無理があるからである。 

数値計算上は，単純に *nn C の組み合わせを総当りし

て，①については TRRΔ が最大となる組み合わせを選べ

ばよい。①のケースでは家計の効用ｚ及び企業利潤π＝

０は固定されているから，地代収入だけが社会的厚生変

化を表すからである。しかし②のケースはもっと複雑で

あって，TRRの増加に加えて，家計の効用ｚ減少の犠牲

の上に企業利潤πが増加するという分配上の問題が生じ

るからである。しかし金銭評価が可能な +ΔTRR  

)( ** ππ nn − を最大とする組み合わせを選ぶことが有

力な案であることには変わりがない。 

 結果的に供給点の配置は不均等になるので，居住点に

よる価格ないし需要量の不均衡が生じて，家計の効用に

不均等が生じることになる。それをたとえば所得補助金

の形で補填・平準化することが可能かどうか，その原資

として上の TRRΔ は十分かどうかを調べることは，ユニ

バーサル型サービスの維持可能性を検討する上で重要な

意味を持つと言える。(むろん地主に対して100％課税す

る場合は，TRRの全額を原資に回すことも可能であるが，

Pareto効率性が保証されなくなるので，windfall taxの

形を取るべきであろう。) 

 

（２）弾力的な需要と人口移動 

本来のLöschの空間需要は，弾力的な需要 )(•z を想

定している。たとえばｘに立地する企業の価格戦略は， 

dr
rs

xrmpzxpQts

FxpQcpxp
r

r

p

∫
+

−

−+
=

−−=

)(
|)|(),(..

),()(),(max

　

π
  (9) 

で与えられる。２節で述べたように，この場合家計の宅

地面積 )(rs も弾力的であり，効用最大化から定まる。 
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この場合も簡単のため，企業は土地を使用しないものと

する。家計は企業の立地パターンに伴う利便性を考慮し

て，最初から不均等に立地する。 

人口が減少する場合，上と同様に企業は既存拠点を

取捨選択するものと考えてよいが，それに対応した家計

の扱いは問題となる。土地を使用しない企業は新規立地

点に移動できないが，土地を使用する家計は宅地面積を

自由に変化させられるという仮定は奇異に感じられるか

らである。もしも家計についても5)のように宅地面積を

変更できず，既存の住宅ストックに住み替えることのみ

が許容されるとするなら，市場の歪みはより大きなもの

となることが予想されるが，逆に企業の撤退した町から

は住民も逃げ出してゴーストタウン化するので，社会的

費用が節約できる可能性がある。(ユニバーサル型サー

ビスの放棄と集住促進を意味するが，これは国土計画上

の重いテーマである。) 

(9)式の定式化は企業について，Bertrand-Nash型空

間価格競争を前提としている。しかし逆に，与えられた

価格ｐの下で立地点ｘを選ぶ問題としても解釈可能であ

る。このタイプの問題をCournot-Nash型空間立地競争と

呼ぶが，この双方のアプローチを比較する必要がある。

しかしｐとｘを同時決定するような均衡は，不可分性

(固定費用)と輸送費がある場合には存在しないこと(空

間不可能性定理)が知られている。6) 
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